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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　券類及び硬貨が投入される第１開口部と、該第１開口部よりも狭くされると共に券類及
び硬貨を通過可能とされた第２開口部と、該第１開口部と第２開口部とを連通すると共に
該第１開口部から第２開口部に向かって次第に狭くなる案内部とを備えた券硬貨投入口に
おいて、
　前記案内部の途中又は第２開口部の下流側には、券類及び硬貨の反送出方向に回転駆動
する掻き上げローラを配置するとともに、
　前記案内部の途中又は前記第２開口部の下流側には、券類及び硬貨の送出方向又は反送
出方向に回転するフリーローラを前記掻き上げローラと対向するように配置したことを特
徴とする券硬貨投入口。
【請求項２】
　前記掻き上げローラによる券類の巻き込みを防止する巻込み防止手段を備えたことを特
徴とする請求項１に記載の券硬貨投入口。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の券硬貨投入口と、
　該券硬貨投入口の下流側に配置され、券類と硬貨とを分離する一対の分離ローラとを備
えた券硬貨分離装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、例えばバスの整理券と運賃としての硬貨とが投入される運賃箱の券硬貨投入
口及びそれを備えた券硬貨分離装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、運賃箱の上部には券硬貨投入口が取り付けられている（例えば、特許文献１参照
）。図５及び図６に示すように、券硬貨投入口５１は４枚の傾斜板５２から平面視が長方
形形状となるように構成されている。各傾斜板５２の上端部により券硬貨投入口５１の入
口５３が形成されており、同じく下端部により券硬貨投入口５１の出口５４が形成されて
いる。該出口５４は細長い長方形形状に形成されており、該出口５４の幅、即ち長方形の
短辺の長さは硬貨Ｃの径よりも小さくなっている。また、各傾斜板５２は前記入口５３と
出口５４とを連通すると共に前記入口５３から投入された券類としての整理券Ｔ及び硬貨
Ｃを出口５４側へ案内する案内部５５を構成しており、該案内部５５は前記入口５３から
出口５４に向かって次第に狭くなっている。
【０００３】
　さて、運賃支払い時において、前記入口５３から投入された整理券Ｔ及び硬貨Ｃは、案
内部５５により出口５４側へ案内される。この際、整理券Ｔ及び硬貨Ｃは案内部５５によ
り案内されながら前記出口５４を通過可能となる所定の搬送姿勢に規制され、この姿勢を
保持した状態で前記出口５４を通過する。該整理券Ｔ及び硬貨Ｃは、前記出口５４の下流
側に配置された券硬貨分離部（図示略）において整理券Ｔと硬貨Ｃとに分離される。整理
券Ｔ及び硬貨Ｃは所定の姿勢に規制された状態で券硬貨分離部へ供給されるので、該整理
券Ｔと硬貨Ｃとの分離が効率的に且つ確実に行われる。分離された整理券Ｔは券読取り装
置（図示略）を通過して整理券回収部（図示略）に回収され、同じく硬貨Ｃは硬貨計数装
置（図示略）を通過して硬貨回収部（図示略）に回収される。
【特許文献１】特開平１０－２０８０８８号公報（第３頁～第４頁、図１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところが、前記従来の券硬貨投入口５１には次のような問題があった。即ち、運賃支払
い時、多数の硬貨Ｃや整理券Ｔが一斉に券硬貨投入口５１の入口５３に投入された場合、
整理券Ｔは軽くて空気抵抗を受けやすいので、硬貨Ｃが案内部５５に案内されるようには
移動できない。このため、図５に示すように、整理券Ｔは案内部５５との摩擦抵抗により
該案内部５５の出口５４側、特に券硬貨投入口５１の長辺に対応する両傾斜板５２間に引
っかかる場合があった。
【０００５】
　また、図６に示すように、券硬貨投入口５１の案内部５５は出口５４に向かって次第に
狭くなっているので、前記入口５３から一斉に投入された多数の硬貨Ｃはすべて前記出口
５４に向おうとする。このため、各硬貨Ｃは重なり合って塊の状態となり、前記案内部５
５の出口５４側において係合した状態で詰まる場合があった。券硬貨投入口５１の長辺に
対応する両傾斜板５２の出口５４側における間隔は特に狭くなっているので、硬貨Ｃの詰
まりが発生し易くなっていた。
【０００６】
　引っ掛かった整理券Ｔ及び硬貨Ｃは、バスの運転手が手で触ることにより簡単に引っ掛
かりを解除できる。しかし、バスの運転手は、整理券Ｔ及び硬貨Ｃに触ると運賃の横領の
疑いを抱かれるおそれがある等の理由から整理券Ｔ及び硬貨Ｃに触るのを嫌う。また、乗
客も引っ掛かっている整理券Ｔ及び硬貨Ｃに積極的に触ろうとはしない。このため、券硬
貨投入口５１における整理券Ｔ及び硬貨Ｃの詰まりに対する対応が遅れがちであった。こ
の券硬貨投入口５１での詰まりが解除されるまでは、整理券Ｔ及び硬貨Ｃは前記出口５４
を通過不能となるので、該券硬貨投入口５１での詰まりに起因して硬貨計数速度（単位時
間あたりに計数される硬貨Ｃの枚数）が低下し、スムーズな運賃収受ができないおそれが
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あった。
【０００７】
　本発明は上記の問題点に着目してなされたものであって、その目的は、券類及び硬貨の
詰まりを回避することができる券硬貨投入口及びそれを備えた券硬貨分離装置を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記問題点を解決するために、請求項１に記載の発明は、券類及び硬貨が投入される第
１開口部と、該第１開口部よりも狭くされると共に券類及び硬貨を通過可能とされた第２
開口部と、該第１開口部と第２開口部とを連通すると共に該第１開口部から第２開口部に
向かって次第に狭くなる案内部とを備えた券硬貨投入口において、前記案内部の途中又は
第２開口部の下流側には、券類及び硬貨の反送出方向に回転駆動する掻き上げローラを配
置するとともに、前記案内部の途中又は前記第２開口部の下流側には、券類及び硬貨の送
出方向又は反送出方向に回転するフリーローラを前記掻き上げローラと対向するように配
置したことを要旨とする。
【００１０】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の券硬貨投入口において、前記掻き上げロー
ラによる券類の巻き込みを防止する巻込み防止手段を備えたことを要旨とする。
【００１１】
　請求項３に記載の発明は、請求項１又は請求項２に記載の券硬貨投入口と、該券硬貨投
入口の下流側に配置され、券類と硬貨とを分離する一対の分離ローラとを備えたことを要
旨とする。
【００１２】
　（作用）
　請求項１に記載の発明によれば、第１開口部から投入された券類及び硬貨は、掻き上げ
ローラに接触することによって該券類及び硬貨の反送出方向に掻き上げられる。このため
、投入された券類及び硬貨が一斉に第２開口部へ向う場合と異なり、券類及び硬貨の詰ま
りが抑制される。また、券類及び硬貨が重なり合って塊の状態になっても掻き上げローラ
の回転により硬貨の塊が破壊（分散）される。
【００１３】
　この作用に加えて、フリーローラが券類及び硬貨の送出方向又は反送出方向に回転する
ことにより、前記掻き上げローラと協働して券類及び硬貨の詰まりをより効果的に抑制す
る。
【００１４】
　請求項２に記載の発明によれば、請求項１に記載の発明の作用に加えて、掻き上げロー
ラによる券類の巻き込みが抑制される。このため、券類の巻き込みに起因する掻き上げロ
ーラの誤作動及び故障が抑制される。
【００１５】
　請求項３に記載の発明によれば、券硬貨投入口における券類及び硬貨の詰まりが回避さ
れる。このため、第１開口部から券硬貨投入口に投入された券類及び硬貨は第２開口部を
円滑に通過し、一対の分離ローラにより券類と硬貨とに分離される。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、投入された券類及び硬貨を該券類及び硬貨の反送出方向に掻き上げる
ことにより、券類及び硬貨の詰まりを回避することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明をバスの運賃箱の券硬貨投入口及びそれを備えた券硬貨分離装置に具体化
した一実施形態を図に基づいて説明する。
（全体構成）
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　図１及び図２に示すように、券硬貨分離装置１１は、券類としての整理券Ｔ及び硬貨Ｃ
が投入される券硬貨投入口１２と、該券硬貨投入口１２の下流側に配置されると共に整理
券Ｔと硬貨Ｃとを分離する券硬貨分離部１３とを備えている。
【００１８】
　券硬貨投入口１２はバスの運賃箱の筐体（図示略）に固定されており、投入された整理
券Ｔ及び硬貨Ｃを券硬貨分離部１３へと案内するようになっている。券硬貨分離部１３は
固定フレーム１４と可動フレーム１５とを備えており、可動フレーム１５は固定フレーム
１４に対して相対移動可能に設けられている。固定フレーム１４の内側面には一対の第１
支持板１６，１６が所定の間隔をおいて配置固定されており、両第１支持板１６，１６間
には駆動側分離ローラ１７ａが回動可能に支持されている。
【００１９】
　図１～図３に示すように、可動フレーム１５の内側にはコの字形状の第２支持板１８が
固定されており、該第２支持板１８には従動側分離ローラ１７ｂが回動可能に支持されて
いる。駆動側分離ローラ１７ａと従動側分離ローラ１７ｂとは互いに平行に配置されてお
り、水平面に対して所定の角度だけ傾斜した軸線を中心に回転するように設けられている
。また、図３に示すように、駆動側分離ローラ１７ａと従動側分離ローラ１７ｂとの間に
は整理券Ｔの厚みよりも大きく、硬貨Ｃの厚みよりも小さい隙間が形成されている。
【００２０】
　図２及び図３に示すように、第１支持板１６における駆動側分離ローラ１７ａの下方に
は駆動モータ（図示略）が固定されており、該駆動モータの出力軸は複数の歯車からなる
伝達機構（図示略）を介して駆動側分離ローラ１７ａ及び従動側分離ローラ１７ｂにそれ
ぞれ作動連結されている。そして、該駆動モータの駆動により、駆動側分離ローラ１７ａ
及び従動側分離ローラ１７ｂは互いに内向きに回転するようになっている。
【００２１】
　券硬貨分離部１３の下方には整理券Ｔを回収する券類回収部（図示略）が配置されてお
り、硬貨Ｃが駆動側分離ローラ１７ａ及び従動側分離ローラ１７ｂの下流側下方には硬貨
Ｃを回収する硬貨回収部（図示略）が配置されている。
（券硬貨投入口）
　次に、券硬貨投入口１２について詳しく説明する。
【００２２】
　図１及び図３に示すように、券硬貨投入口１２は、合成樹脂材により一体形成されてお
り、整理券Ｔ及び硬貨Ｃがそれぞれ投入される入口としての第１開口部１９、出口として
の第２開口部２０ならびに第１及び第２開口部１９，２０を連通する案内部２５を備えて
いる。案内部２５は第１～第４傾斜板２１～２４を備えており、該第１～第４傾斜板２１
～２４が平面視長方形をなす枠状に組み合わせられることにより構成されている。第１～
第４傾斜板２１～２４の上端部により第１開口部１９が形成されており、同じく下端部に
より第２開口部２０が形成されている。また、第１開口部１９の開口面積は第２開口部２
０の開口面積よりも大きく形成されている。案内部２５は第１開口部１９から第２開口部
２０に向かって次第に狭くなっている。
【００２３】
　第１傾斜板２１及び第２傾斜板２２は互いに対向するように配置されており、該第１傾
斜板２１及び第２傾斜板２２はそれぞれ第１及び第２開口部１９，２０の長辺に対応して
いる。また、第１及び第２傾斜板２１，２２は、両者の間隔が第１開口部１９から第２開
口部２０に向って次第に狭くなるように湾曲していると共に、該第１及び第２傾斜板２１
，２２の途中（中央部付近）から下端部までの部位はそれらの間隔が一定となるように真
直ぐに形成されている。第３傾斜板２３及び第４傾斜板２４は互いに対向するように配置
されており、該第３傾斜板２３及び第４傾斜板２４はそれぞれ第１及び第２開口部１９，
２０の短辺に対応している。また、第３及び第４傾斜板２３，２４は、両者の間隔が第１
開口部１９から第２開口部２０に向って次第に狭くなるように湾曲していると共に、該第
１及び第２傾斜板２１，２２の途中（中央部付近）から下端部までの部位はそれらの間隔
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が一定となるように真直ぐに形成されている。第１及び第２開口部１９，２０は共に平面
視長方形をなしている。第２開口部２０は細長い長方形をなしており、該第２開口部２０
の幅、即ち短辺の長さは硬貨Ｃの径よりも小さくなっている。
【００２４】
　図２及び図３に示すように、第１傾斜板２１の途中には掻き上げローラ２６が配置され
ている。また、第２傾斜板２２の途中にはフリーローラ２７が前記掻き上げローラ２６と
対向するように配置されている。即ち、前記第１及び第２傾斜板２１，２２の途中には、
掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７をそれぞれ配置可能とした長孔部２１ａ，２２
ａが互いに対向するように形成されている。掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７は
券硬貨投入口１２の第１及び第２傾斜板２１，２２の内側面よりも内部に入り込むように
、換言すれば案内部２５内に入り込むように、長孔部２１ａ，２２ａ内に配置されている
。掻き上げローラ２６とフリーローラ２７との間隔は第１傾斜板２１と第２傾斜板２２と
の最も狭い間隔、即ち第２開口部２０の幅よりも若干狭くなっている。この構成により、
掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７には硬貨Ｃが接触可能となる。
【００２５】
　掻き上げローラ２６は両第１支持板１６，１６間における駆動側分離ローラ１７ａの上
方に回動可能に支持されており、該掻き上げローラ２６及び駆動側分離ローラ１７ａの回
転中心軸は互いに平行をなしている。掻き上げローラ２６の一方の外端軸部には従動歯車
３２が固定されている。また、フリーローラ２７は第２支持板１８における従動側分離ロ
ーラ１７ｂの上方に回動可能に支持されており、該フリーローラ２７及び従動側分離ロー
ラ１７ｂの回転中心軸は互いに平行をなしている。
【００２６】
　図１に示すように、両第１支持板１６，１６のうち従動歯車３２側の第１支持板１６に
は掻き上げ用モータ２９が支持されている。この掻き上げ用モータ２９の出力軸は第１支
持板１６を貫通しており、該出力軸の外端部には駆動歯車３０が固定されている。該駆動
歯車３０は伝達歯車３１を介して掻き上げローラ２６の従動歯車３２に噛合している。掻
き上げ用モータ２９の駆動により、掻き上げローラ２６は整理券Ｔ及び硬貨Ｃの反送出方
向Ａ（図３を参照）に回転するようになっている。また、フリーローラ２７はモータ等の
駆動手段を備えておらず、整理券Ｔ及び硬貨Ｃの送出方向Ｂ（図３を参照）又は反送出方
向Ａに自由に回転する。
【００２７】
　図１及び図３に示すように、掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７の上方には、そ
れぞれ板状の第１規制部材３３及び同じく第２規制部材３４が配置されている。第１規制
部材３３はその一方の長側縁側において支持体３６を介して第１支持板１６に固定されて
おり、他方の長側縁には複数の規制片３３ａが該第１規制部材３３の長手方向において所
定間隔おきに設けられている。各規制片３３ａの配置間隔は、整理券Ｔの短手方向の長さ
よりも短くなるように設定されている。各規制片３３ａは掻き上げローラ２６の上部と前
記長孔部２１ａとの間に配置されている。
【００２８】
　一方、第２規制部材３４はその一方の長側縁側において第２支持板１８に固定されてお
り、他方の長側縁には複数の規制片３４ａが該第２規制部材３４の長手方向において所定
間隔おきに設けられている。各規制片３４ａの配置間隔は、整理券Ｔの短手方向の長さよ
りも短くなるように設定されている。各規制片３４ａはフリーローラ２７の上部と前記長
孔部２２ａとの間に配置されている。
【００２９】
　第１規制部材３３の規制片３３ａ及び第２規制部材３４の規制片３４ａは、それぞれ掻
き上げローラ２６及びフリーローラ２７の周面に沿うように湾曲すると共に、第２開口部
２０に向かうに従って薄くなるように形成されている。また、規制片３３ａ及び規制片３
４ａの先端が掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７の最も内側から突出しないように
、且つ第１及び第２傾斜板２１，２２の内側面よりも若干突出するように、各規制片３３
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ａ及び規制片３４ａの突出長さ、第１規制部材３３及び第２規制部材３４の配置位置がそ
れぞれ設定されている。尚、本実施形態において、第１規制部材３３及び規制片３３ａは
掻き上げローラ２６による整理券Ｔの巻込みを防止する巻込み防止手段及び規制部材を構
成する。また、第２規制部材３４及び規制片３４ａはフリーローラ２７による整理券Ｔの
巻込みを防止する巻込み防止手段及び規制部材を構成する。
（実施形態の作用）
　次に、前記のように構成された券硬貨分離装置１１の作用について説明する。
【００３０】
　図１～図３に示すように、バス料金等の回収時、掻き上げ用モータ２９の駆動により掻
き上げローラ２６が整理券Ｔ及び硬貨Ｃの反送出方向Ａに回転駆動した状態になっている
。この状態で整理券Ｔ及び硬貨Ｃを券硬貨投入口１２の第１開口部１９から投入すると、
該整理券Ｔ及び硬貨Ｃは第１～第４傾斜板２１～２４によって下流側（即ち、第２開口部
２０側）へ案内されながら、第２開口部２０を通過可能となる所定の搬送姿勢に規制され
る。
【００３１】
　券硬貨投入口１２へ投入された硬貨Ｃの枚数が少数（硬貨Ｃの厚みの合計が第２開口部
２０の幅よりも小さくなる程度の枚数）の場合には、各硬貨Ｃは第２開口部２０を円滑に
通過する。
【００３２】
　一方、多数の硬貨Ｃが一斉に投入された場合には、各硬貨Ｃは一斉に第２開口部２０側
へ流れ込み、第１傾斜板２１と第２傾斜板２２との間でブリッジ（即ち、各硬貨Ｃの面と
面とが重なり合った状態で第１傾斜板２１と第２傾斜板２２との間に詰まった状態）を形
成しようとする。しかしながら、各硬貨Ｃは掻き上げローラ２６に接触した硬貨Ｃから順
に反送出方向Ａに掻き上げられる。このため、ブリッジを形成しようとしていた各硬貨Ｃ
の塊は破壊されて分散する。同時に、掻き上げローラ２６に接触していない硬貨Ｃは第２
開口部２０を円滑に通過する。特に、フリーローラ２７に接触した硬貨Ｃは該フリーロー
ラ２７が回転することにより、一層円滑に第２開口部２０側へ送られる。従って、第１傾
斜板２１と第２傾斜板２２との間におけるブリッジの形成が回避される。
【００３３】
　ところで、整理券Ｔは軽くて空気抵抗を受けやすいので、硬貨Ｃのように第１～第４傾
斜板２１～２４に円滑に案内されず、第１～第４傾斜板２１～２４間、特に第１及び第２
傾斜板２１，２２間に引っ掛かるおそれがある。しかしながら、このような場合には、掻
き上げローラ２６により掻き上げられた硬貨Ｃとの接触等により、引っ掛かった整理券Ｔ
の姿勢が第２開口部２０を通過可能となる姿勢に変位して第２開口部２０へと移動し、該
第２開口部２０を通過する。投入された硬貨Ｃが少数であり掻き上げられる硬貨Ｃがない
場合には、掻き上げローラ２６の回転に起因して発生する振動によって引っ掛かった状態
の整理券Ｔの姿勢が変位し、第２開口部２０への移動が促される。第２開口部２０を通過
した整理券Ｔ及び硬貨Ｃは、駆動側分離ローラ１７ａと従動側分離ローラ１７ｂとの間（
上面溝部）に落下する。
【００３４】
　第２開口部２０から落下してきた整理券Ｔは駆動側分離ローラ１７ａと従動側分離ロー
ラ１７ｂとの間に巻き込まれて下方に送られる。硬貨Ｃは駆動側分離ローラ１７ａと従動
側分離ローラ１７ｂとの間に巻き込まれることなく、該駆動側分離ローラ１７ａと従動側
分離ローラ１７ｂとの間の上面溝部に沿って回転又は滑りながら流下する。このようにし
て、整理券Ｔと硬貨Ｃとが分離される。この分離された整理券Ｔは前記券読取り装置を通
過して券類回収部（図示略）に回収され、同じく硬貨Ｃは前記硬貨計数装置を通過して硬
貨回収部（図示略）に回収される。
【００３５】
　上記実施形態によれば、以下のような効果を得ることができる。
　・案内部２５の途中、即ち券硬貨投入口１２の第１傾斜板２１の途中には、整理券Ｔ及
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び硬貨Ｃの反送出方向Ａに回転駆動する掻き上げローラ２６を配置するようにした。この
ため、第１開口部１９から投入された整理券Ｔ及び硬貨Ｃは、掻き上げローラ２６に接触
することによって整理券Ｔ及び硬貨Ｃの反送出方向Ａに掻き上げられる。従って、投入さ
れた整理券Ｔ及び硬貨Ｃが一斉に第２開口部２０へ向う場合と異なり、整理券Ｔ及び硬貨
Ｃの詰まりを抑制し、回避することができる。また、整理券Ｔ及び硬貨Ｃが重なり合って
塊の状態になっても掻き上げローラ２６の回転により硬貨Ｃの塊を破壊（分散）すること
ができる。
【００３６】
　・掻き上げローラ２６を案内部２５の最も狭い部位に配置するようにした。即ち、前記
掻き上げローラ２６を第１傾斜板２１における第２傾斜板２２との間隔が最も狭くなる部
位に配置した。案内部２５の最も狭い部位は最も整理券Ｔ及び硬貨Ｃが詰まり易い部位で
もあるため、掻き上げローラ２６を効率的に作用させることができ、整理券Ｔ及び硬貨Ｃ
の詰まりを一層回避することができる。
【００３７】
　・案内部２５の途中、即ち第２傾斜板２２における第１傾斜板２１との間隔が最も狭い
部位には、整理券Ｔ及び硬貨Ｃの反送出方向Ａ又は送出方向Ｂに自由に回転するフリーロ
ーラ２７を掻き上げローラ２６と対向するように配置した。このため、整理券Ｔ及び複数
の硬貨Ｃが券硬貨投入口１２に投入されたとき、掻き上げローラ２６に接触した整理券Ｔ
及び硬貨Ｃは掻き上げローラ２６の回転によって反送出方向Ａへ掻き上げられる。一方、
フリーローラ２７に接触した整理券Ｔ及び硬貨Ｃは、硬貨Ｃとの接触により該フリーロー
ラ２７が硬貨Ｃ及び整理券Ｔの送出方向Ｂへ回転することにより円滑に第２開口部２０へ
と送られる。このように、フリーローラ２７と掻き上げローラ２６とが協働することによ
り整理券Ｔ及び硬貨Ｃの詰まりをより効果的に回避することができる。
【００３８】
　・第１傾斜板２１の長孔部２１ａと掻き上げローラ２６の上部側との隙間には第１規制
部材３３の各規制片３３ａを配置した。また、長孔部２２ａとフリーローラ２７の上部側
との隙間には第２規制部材３４の規制片３４ａを配置した。そして、各規制片３３ａ，３
４ａの配置間隔を整理券Ｔの短手方向の長さよりも短くなるように設定すると共に、各規
制片３３ａ，３４ａは掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７の周面に沿うように湾曲
させた。このため、整理券Ｔが長孔部２１ａ，２２ａと掻き上げローラ２６及びフリーロ
ーラ２７の上部側との隙間に入り込むことが防止される。また、整理券Ｔの巻込みに起因
する掻き上げローラ２６の誤作動及び故障をそれぞれ抑制することができる。
【００３９】
　・また、規制片３３ａ及び規制片３４ａの先端が掻き上げローラ２６及びフリーローラ
２７の最も内側から突出しないように、且つ第１及び第２傾斜板２１，２２の内側面より
も内側に若干突出するようにした。このため、硬貨Ｃ及び整理券Ｔと掻き上げローラ２６
及びフリーローラ２７との接触が大きく妨げられることがなく、且つ整理券Ｔの巻き込み
を一層抑制することができる。
【００４０】
　・掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７を備えた券硬貨投入口１２を券硬貨分離装
置１１に搭載した。このため、第１開口部１９から券硬貨投入口１２に投入された整理券
Ｔ及び硬貨Ｃの第２開口部２０側での詰まりが回避される。従って、該硬貨Ｃ及び整理券
Ｔは第２開口部２０を円滑に通過し、駆動側分離ローラ１７ａ及び従動側分離ローラ１７
ｂにより整理券Ｔと硬貨Ｃとに分離される。そして、硬貨計数速度（単位時間あたりに計
数される硬貨の枚数）の低下が軽減され、スムーズな運賃収受ができる。
【００４１】
　なお、本実施形態は以下のように変更してもよい。
　・本実施形態では、掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７をそれぞれ券硬貨投入口
１２の第１及び第２傾斜板２１，２２の途中に配置したが、図４に示すように、掻き上げ
ローラ２６及びフリーローラ２７を券硬貨投入口１２の第２開口部２０の下方に配置して
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もよい。このとき、第１規制部材３３の規制片３３ａ及び第２規制部材３４の規制片３４
ａは、第１及び第２傾斜板２１，２２の下端部と掻き上げローラ２６及びフリーローラ２
７の上部側との間に配置する。このようにしても、掻き上げローラ２６に接触した硬貨Ｃ
及び整理券Ｔは反送出方向Ａへ掻き上げられ、該硬貨Ｃ及び整理券Ｔの詰まりが回避され
る。また、フリーローラ２７と掻き上げローラ２６とが協働して整理券Ｔ及び硬貨Ｃの詰
まりをより効果的に抑制することができる。さらに、第１傾斜板２１及び第２傾斜板２２
の下端部と掻き上げローラ２６及びフリーローラ２７の上部側との間に、整理券Ｔが巻き
込まれることを防止することができる。
【００４２】
　・本実施形態では、第１傾斜板２１に掻き上げローラ２６を配置し、第２傾斜板２２に
フリーローラ２７を配置したが、第２傾斜板２２に掻き上げローラ２６を配置し、第１傾
斜板２１にフリーローラ２７を配置してもよい。このようにしても、硬貨Ｃ及び整理券Ｔ
の詰まりを回避することができる。
【００４３】
　・本実施形態における第２傾斜板２２側のフリーローラ２７を掻き上げローラ２６に置
換し、硬貨Ｃ及び整理券Ｔの反送出方向Ａに回転駆動させるようにしてもよい。このよう
にすれば、一対の掻き上げローラ２６，２６により硬貨Ｃ及び整理券Ｔが反送出方向Ａに
掻き上げられるので、多数の硬貨Ｃの掻き上げ効率が向上する。また、一対の掻き上げロ
ーラ２６，２６を第２開口部２０の下流側（下方）に配置するようにしてもよい。
【００４４】
　・本実施形態では、第１規制部材３３に複数の規制片３３ａを設けると共に第２規制部
材３４には複数の規制片３４ａを設けるようにした。そして、各規制片３３ａを第１傾斜
板２１の長孔部２１ａと掻き上げローラ２６の上部側との隙間に配置すると共に、各規制
片３４ａを長孔部２２ａとフリーローラ２７の上部側との隙間に配置するようにしたが、
次のようにしてもよい。即ち、各規制片３３ａ及び各規制片３４ａをそれぞれ省略し、第
１及び第２規制部材３３，３４の非固定側の側縁部を、第１傾斜板２１の長孔部２１ａと
掻き上げローラ２６の上部側との隙間及び長孔部２２ａとフリーローラ２７の上部側との
隙間にそれぞれ配置する。このようにしても、整理券Ｔの掻き上げローラ２６及びフリー
ローラ２７による巻込みを防止することができる。また、長孔部２１ａと掻き上げローラ
２６の上部側との隙間、及び長孔部２２ａとフリーローラ２７の上部側との隙間がそれぞ
れ減少することも、整理券Ｔの巻込み防止に大きく貢献する。
【００４５】
　・本実施形態では券硬貨投入口１２をバスの運賃箱に設けたが、自動販売機等に取り付
けてもよい。
　次に、上記実施形態及び別例から把握できる技術的思想について、それらの効果ととも
に以下に追記する。
【００４６】
　・前記掻き上げローラを案内部の途中に配置するようにした場合には、該掻き上げロー
ラを案内部の最も狭い部位に配置するようにした請求項１～請求項３のいずれか一項に記
載の券硬貨投入口。このように構成した場合、券類及び硬貨は案内部の最も狭い部位で掻
き上げローラによって掻き上げられる。従って、この案内部の最も狭い部位は券類及び硬
貨が最も詰まり易い部位であるので、有効に掻き上げローラを作用させることができ、券
類及び硬貨の詰まりが一層効果的に回避される。
【００４７】
　・前記巻き込み防止手段は、案内部と掻き上げローラの上部側との隙間に配置された規
制部材を備えている請求項３に記載の券硬貨投入口。このように構成した場合、規制部材
により、案内部と掻き上げローラとの隙間が減少する。従って、掻き上げローラによる券
類の巻き込みが抑制され、ひいては券類の詰まりに起因する掻き上げローラの誤作動及び
故障が抑制される。
【図面の簡単な説明】



(9) JP 4327536 B2 2009.9.9

10

【００４８】
【図１】本実施形態における券硬貨分離装置を示す平面図。
【図２】図１における１－１断面図。
【図３】図１における２－２断面図。
【図４】券硬貨投入口の別例を示す断面図。
【図５】従来の券硬貨投入口を示す断面図。
【図６】従来の券硬貨投入口を示す断面図。
【符号の説明】
【００４９】
　Ｃ…硬貨、Ｔ…券類としての整理券、１１…券硬貨分離装置、１２…券硬貨投入口、１
７ａ…駆動側分離ローラ、１７ｂ…従動側分離ローラ、１９…第１開口部、２０…第２開
口部、２１…案内部を構成する第１傾斜板、２２…案内部を構成する第２傾斜板、２３…
案内部を構成する第３傾斜板、２４…案内部を構成する第４傾斜板、２５…案内部、２６
…掻き上げローラ、２７…フリーローラ、３３…巻き込み防止手段及び規制部材を構成す
る第１規制部材、３３ａ，３４ａ…巻き込み防止手段及び規制部材を構成する規制片、３
４…巻き込み防止手段及び規制部材を構成する第２規制部材。

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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